
東日本大震災による原発事故被災者支援弁護団

弁護士丸山輝久様団長

事務局次長弁護士秋山直人様

弊社福島第一原子力発電所および福島第二原子力発電所の事故により、被害を受けら

れた皆さまに大変なご迷惑とご心配をお掛けしておりますことを、改めて心より深くぉ

詫び申し上げます。

さて、貴弁護団よりいただきました平成27年3月23日付の申入書に対しまして、下

記のとおり、回答させていただきます。

「申入書 q主居確保損害の合意書の修正等について)」へのご回答

平成27年4月2日

このたび、平成26年7月よりご案内している「住居確保にかかる費用」の合意書に

記載してぃる一部文言にっきまして、清算条項等と解釈される可能性のある条項がある

とのご指摘をいただきました。

住居確保にかかる費用にっきましては、中間指針第四次追補において、住毛及び毛地

の取得にかかる費用、並びにとれらに伴う消費税等の諸費用に関し、一定の限度を設け

たうえで、実際に発生した費用を賠償すべき損害と整理されております。

弊社としましては、中間指針第四次追補の考え方を踏まえ、賠償上限金額の算定にあ
たっては、ご請求者さまが実際に費用を負担された時点の状況を踏まえた消費税等の税

率や宅地単価等を用いて算定することとしており、予め合意書や請求書類の解説におい

てご案内をさせていただいているところです。

引き続き、被害を受けられた方々のご事情を丁寧にお伺いしながら適切に対応してま

いりたいと考えておりますので、何卒ご理解賜りますようぉ願いいたします。
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